
社会福祉法人　西条市社会福祉協議会
高等学校生修学金に関する規程
第１章　総　　　則
(目的)
第１条　社会福祉法人西条市社会福祉協議会高等学校生修学金に関する規程（以下「高等学校生修学金規程」という。）は、高等学校への就学を強く希望し、能力があるにもかかわらず経済上の理由により就学が困難な者に対し、修学金を支給して将来の有用な人材を育成することを目的とする。
(用語の定義)
第２条　この規程における用語は、次の各号の定めるところによる。
（１）修学生　この規程により、社会福祉法人西条市社会福祉協議会（以下「本会」という。）から修学金の支給を受ける者をいう。
（２）修学金　修学に必要と認められる経費のうち、その一部を一定の期間定期的に学資として支給するものをいう。
（３）停止　　別に定める事由により修学金等の支給を一定の期間行わないことをいう。
（４）中止　　別に定める事由により修学金等の支給を将来に向って行わないことをいう。
第２章　修　学　生
(修学生の要件)
第３条　修学生となることができる者は、西条市に住所を有し、高等学校に在学する者で、次の各号に掲げる要件を備える者とする。
（１）学業、人物ともに優良であること。
（２）保護者(子女に対して親権を行う者、親権を行う者のないときは、後見人又は後見人の職務を行う者をいう。)が、西条市内に居住するものであること。
（３）生活保護受給世帯でないこと。
(修学生願書等)
第４条　修学生となろうとする者(以下「修学生志願者」という。)は、次に掲げる書類を現に在学する高等学校長の推薦を受けて、本会会長（以下「会長」という。）に提出しなければならない。
（１）修学生願書
（２）修学生推薦調書
２　修学生願書は、毎年5月末日までに会長に提出しなければならない。ただし、次項ただし書きに該当する場合は、当該月の末日とする。
３　各高等学校長からの推薦枠は、5名以内を基本とする。ただし、初回の提出日以降に第1条の目的及び前条に定める要件の就学生が生じた場合等、会長が特に必要と認めるときは、修学生の数を変更することができる。
 (修学生の決定)
第５条　修学生は、修学生志願者のうちから西条市社会福祉協議会修学金審査会（以下「審査会」という。）の審議を経て会長が定める。
２　会長は、修学生を決定したときは、本人及び当該高等学校長に通知するものとする。
(誓約書等の提出)
第６条　修学生に決定された者は、修学生決定通知書を受領した日から10日以内に誓約書等を会長に提出しなければならない。
２　前項の提出期限を経過しても誓約書等の提出がないときは、修学生の決定を取り消すことがある。
(修学金等の限度額及び支給期間)
第７条　修学金の限度額は、月額5,000円とする。
２　修学金の支給期間は、修学生に決定された年度の１年以内とし、支給始期は審査会の審議を経て会長が定める。
３　修学旅行に要する経費（旅費・宿泊費等）については、その経費の2分の１を限度として1回限りの支給とする。
(修学金等の支給)
第８条　修学金については、毎月10日までに支給する。ただし、4月から6月に係る修学金については、7月の支給日とする。
２　会長が特別の事情により必要があると認めるときは、数月分の修学金を合せて支給することができる。
３　修学旅行費の支給については、修学旅行に要する経費を高等学校に支払う月に支給する。
(修学金等の停止)
第９条　修学生が休学し、又は長期にわたって欠席した場合並びに修学生として適当でないと認められるときは、修学金等の支給を停止することがある。
(修学金等の中止)
第10条　修学生が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、修学金等の支給を中止する。
（１）学業成績又は素行が不良であるとき。
（２）修学金を必要としない事由が生じたとき。
（３）第3条に規定する要件を欠くに至ったとき。
（４）前各号に掲げるもののほか、修学生として適当でないと認めたとき。
(修学金等の返還)
第11条　修学生又は修学生であった者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、修学金等の全部又は一部の返還を命ずることがある。
（１）不正に修学金を受けたとき。
（２）その他、修学金の支給が適当でない事実が判明したとき。
（３）修学旅行費を受け取った後に、修学旅行を中止したとき。
２　返還を命じられた修学生及び保護者は、支給した修学金全額を30日以内に返還しなければならない。
(延納金)
第12条　前条に定める期間内に返還しないときの延納金は、返還指定日の翌日から起算して返還金完納日までの日数に応じ、年10.75パーセントの割合を乗じて計算した額とする。ただし、10円未満の端数を生じたときは、切り捨てる。
(転校等の届出)
第13条　修学生について転校、長期欠席、休学、退学、復学等、重要な変更のあったときは、修学生又は保護者は、当該高等学校長を経由してその旨の届け出をしなければならない。
(住所変更等の届出)
第14条　保護者について住所、その他重要な事項に異動のあった場合は、保護者はその旨を届書により速やかに会長に届け出なければならない。
２　前項の届け出は、修学生であった者が第11条の返還命令を受けて、その返還の終了をしていないものについても、同様とする。
第３章　審　査　会
(諮問機関)
第15条　修学金の支給事務を公正かつ円滑に行うため、審査会を置き、委員７人以内をもって構成する。
２　委員は、本会理事、学識経験者等から会長が委嘱し、又は任命する。
(任期)
第16条　委員の任期は、2年とする。ただし、職名をもって充てられた場合においては、その職にある間とする。
２　補充による委員の任期は、前任者の残任期間とする。
３　委員は、再任することを妨げない。
(委員長、副委員長)
第17条　審査会に委員長及び副委員長を置く。
２　委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。
３　委員長は、会務を総理し、副委員長は、委員長に事故があるときその職務を代理する。
(会議)
第18条　審査会の会議は、会長が必要に応じて招集する。
２　会議は、委員の2分の1以上の出席がなければ開くことができない。
３　会議の議長は、委員長がこれに当たり、会議の議事は、出席委員の3分の2以上の同意によって決する。
４　委員は、代理出席をさせることはできない。
 (答申)
第19条　審査会は、諮問された事項に関し結論を得たときは、その結果を会長に答申しなければならない。
第４章　雑　　則
 (守秘義務)
第20条　審査会の委員及びこの事務に従事する職員は、審査を行うにあたって知り得たことを他に洩らしてはならない。
 (委任)
第21条　この規程の施行について必要な事項は、会長が別に定める。
附　　則
１　この規程は、平成17年4月1日から施行する。
附　　則
１　この規程は、平成22年4月1日から施行する。（一部改正）
附　　則
１　この規程は、平成28年4月1日から施行する。（一部改正）
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